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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

本稿は，当（財）農村金融研究会が（株）

農林中金総合研究所の委託を受け，農林中

央金庫水産部の協力のもと，2006年8月に

実施した「第25回漁協信用事業アンケート

調査」結果の概要である。

今回調査は，信用事業を実施している89

組合（以下「実施組合」という）と，120信漁

連支所（支所のほか，支店，営業店，代理店，

取次店も以下「支所」という）の計209組

合・支所を対象に実施した。なお，支所へ

のアンケートは，信用事業を譲渡した組合

（以下「譲渡組合」という）経由で管内の信用

事業を担っている支所に記入をお願いした。

調査において重点を置いた項目は，①組

合員数や水揚金額の傾向，②経営収支，③

販売事業の取組み，④貯金・貸出金の動向，

である。

アンケートの対象となった組合（実施組

合及び譲渡組合）の05年度の概況（１組合平

均）は，組合員数726人（全国組合平均の

3.8倍）
（注１）

，うち正組合員418人（同2.2倍），職

員数35人（同3.4倍），水揚金額（属地）20.4

億円（同0.8倍）である。

信用事業関連では，１実施組合・支所平

均は，職員9.3人（全国平均の1.8倍）
（注２）

，貯金

残高43.1億円（同1.0倍），貸出金残高は11.3

億円（同1.0倍）である。

平均値の利用にあたっては，各組合・支所

の組織・事業規模等にかなりの乖離がある

という点を留意する必要がある。したがっ

て，集計結果の平均値の利用にあたっては，

全国の動向を把握するうえでは特に問題は

ないものの，扱いは参考程度とされたい。
（注１）全漁連『漁業協同組合統計表（平成16年）』
（注２）全漁連『漁協貯金，水揚高の状況（平成18

年３月31日現在）』

05年度の１組合あたり（３年分の数値が

ある組合で集計）の組合員は610人であり，

03年度に比べ4.0％の減少である。同様に，

正組合員は370人であり，03年度比5.0％の

減少である（第１表）。

組合員の03年度比増減率の分布をみる

と，197組合中172組合（87.3％）が減少し

ており，うち10％超の減少は21組合（10.7％）

である。同様に，正組合員は197組合中169

組合（85.8％）が減少しており，うち10％

超の減少は29組合（14.7％）である。

漁協経営の現状と取組み
――第25回漁協信用事業アンケート調査結果から――

はじめに

１　アンケート対象組合・

支所の概況

２　組合員及び年間水揚高の傾向
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組合は，組合員の減少により組織基盤の

脆弱化が進行していることを認識してはい

るが，コストダウンのための職員の削減等

によって，組織基盤の維持・拡充を図るこ

とができないというのが現状である。加え

て，どのような対策を採れば良いのかがわ

からないということも挙げられる。

次に，組合経営の根幹である年間水揚高

（属地）をみると，05年度の１組合平均は

19億7,700万円であり，03年度に比べ

4.2％の増加である（第２表）。

水揚高の03年度比増減率の分布を

みると，192組合中93組合（48.4％）

が増加しており，うち20％超の増加

は36組合（18.8％）である。減少は99

組合（51.6％）で，うち20％超の減少

は20組合（10.4％）である。１組合平

均では03年度比で増加しているが，

半分強の組合で減少していることが

うかがえる。

05年度の１組合あたりの事業総利益は，

実施組合で前年度より減少，譲渡組合で２

年連続の増加である。事業別にみると，実

施・譲渡組合とも，２年連続で販売事業は増

加，購買事業は減少している。実施組合の

信用事業は２年連続の減少である（第３表）。

事業利益は実施・譲渡組合とも３年連続

の赤字である。組合ごとにみると，195組

合中黒字は88組合（45.1％），赤字は107組合

（54.9％）である。黒字と赤字に影響を与えて

いる項目を分析してみたが，地域別や主な

漁業種類別には差がみられなかったものの，

水揚高（属地）別には，水揚高が多いほど黒

字傾向があることがうかがえる（第４表）。

しかし，このことは，合併をして規模を

大きくし，組合の水揚高を増やせば経営が

改善することを意味しているわけではな

い。合併によって水揚高20億円以上になっ

たある組合にヒアリングしたところ，販売
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３　経営収支（単位　人，％）

組合員 

　うち正組合員 

　 

第１表　組合員及び正組合員の推移 
 （１組合平均, n＝１９７） 
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（単位　百万円，％）

１組合平均 

　 

第2表　水揚高（属地）の推移 
 　　　（１組合平均, n＝１９２） 

１，８９７．０ １，９３０．６ １，９７７．０ １．８ ２．４ 
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（単位　百万円）

事業総利益  

　うち信用 
　　　共済 
　　　購買 
　　　販売 

事業管理費  

　うち人件費 

事業利益  

経常利益  

税引前当期利益  

当期未処分剰余金  

第3表　経営収支の概況 
　　（１組合平均） 
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手数料や賦課金等の統一によって収入の減

少が生じたり，経済事業等の店舗の廃止が

困難で経費の削減が進まないということを

述べている。

次に，05年度の経常利益をみると，実

施・譲渡組合とも黒字であるが，前年度と

比較して黒字幅は縮小している。組合ごと

にみると， 1 9 5組合中黒字は 1 3 6組合

（69.7％），赤字は59組合（30.3％）である。

05年度の当期未処分剰余金（未処理損失

金）は実施・譲渡組合とも赤字であり，04，

05年度とも，前年度以上の赤字額となって

いる。組合ごとにみると，195組合中黒字

は115組合（59.0％）で，未処分剰余金総額

は約20億円である。これに対して，赤字は

80組合（41.0％）で，未処理損失金総額は

約116億円，１億円以上は31組合である。

さらに，05年度に未処理損失金が発生して

いる80組合のうち２年連続損失金を計上し

ているのは６組合，３年連続は53組合であ

り，そのうち前年よりも赤字幅が拡大して

いるのは24組合である。

組合の実施している水産物の取引方法は

（複数回答），「組合市場」（65.2％）が最も多

く，次に「その他市場」（45.1％），「漁連市

場」（40.7％）となっている。「その他」と

しては，「漁連に委託」が最も多く，ほか

に「製品・加工品販売」「組合が買い取っ

て餌として販売」などが挙げられている。

また，「組合の直売所」「組合の直接販売

（生協・量販店等）」「宅配等による直接販売」

を各１割強の組合が行っていることがわか

る（第１図）。

組合の販売手数料をみると，平均で現在

4.7％，これに対して，実際に組合全体の

採算（事業利益ベース）をとるためには

6.7％が必要と回答している。ヒアリング

したいくつかの組合では，水揚げの減少や

魚価の低迷，燃油等の高騰によって組合員

の収入の減少，支出の増加が発生している

なか，手数料の引上げ

は困難であると述べて

いる。また，合併組合

においては，その効果

を組合員に提示するに

あたって，苦しいなが

らも手数料率の引下げ

を検討している組合も

あった。

次に，市場統合につ

いてみると，1998年以
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４　販売事業の強化・

活性化への取組み

（単位　％） 

水
揚
高（
属
地
）０５
年
度 

１００．０ 
（１９０） 

１００．０ 
（５１） 

１００．０ 
（３１） 

１００．０ 
（４８） 

１００．０ 
（６０） 

５億円未満 
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２０億円 
 
２０億円以上 

合計 

（注）　カッコ内は集計数。 

合計 
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赤字 

４１．１ 
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６０．８ 
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３年連続 
赤字 

事業利益の状況 

第4表　２００５年度水揚高（属地）別の事業利益の状況 



降に市場統合をした組合は，132組合中12

組合（9.1％）である。ヒアリングしたいく

つかの組合では，市場統合は組合員からの

了解が得られず，実現するのは困難である

と述べている。

市場統合をした組合は，その効果として

（複数回答），「魚価の向上」「大口需要への

対応」「経費の削減」をそれぞれ12組合中

６組合が回答している。市場統合の問題と

しては（複数回答），12組合中５組合が「経

費の増加」，１組合が「買受人の撤退」と

回答しており，「組合員の他港水揚の

増加」と回答した組合はない。

さらに，市場統合以外で販売事業の

強化・活性化のために，ここ２～３年

内に取り組んだ，あるいは取り組んで

いることとして，「ブランド化」

（34.5％）が最も多く，次に「他の販売ルー

トの開拓・強化」（33.0％），「加工による付

加価値の付与」（17.5％）となっている。

「その他」としては，「トレーサビリティの

導入」「宅配等の直販」「活魚荷受態勢の強

化」「出荷物の品質向上」「社会見学説明」

「他船の誘致」「直売店の開設」などが挙げ

られている（第２図）。

（１） 貯金残高の動向

05年度の貯金残高は，実施組合およ

び支所ともに前年度より減少してお

り，実施組合においては２年連続の減

少である（第５表）。

貯金種類別にみると，実施組合および支

所ともに当座性貯金は２年連続の増加とな

っているが，その増加額以上に定期性貯金

が減少したために，05年度の貯金残高はマ

イナスとなっている。

組合・支所ごとにみると，貯金残高が２

年連続増加しているのは，実施組合で80組

合中21組合（26.3％），支所で109支所中23

支所（21.1％），２年連続減少は実施組合25

組合（31.3％），33支所（30.2％）となって

いる。
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（６５．２） 

　 

０ ３５ ７０ 
（％） 

第1図　組合の実施している取引方法（複数回答） 

 

組合市場 

（n＝２０４） 

（４５．１） その他市場 
（４０．７） 漁連市場 

（１４．２） その他 
（１１．８） 宅配等の直接販売 
（１１．８） 組合の直売所 
（１１．３） 組合の直接販売 

０ ２０ ４０（％） 

第2図　販売事業強化・活性化のために取り組んでいる施策 
（複数回答） 

 

ブランド化 
他の販売ルートの開拓・強化 
加工による付加価値の付与 
出荷調整 
有力仲卸業者及び買受人の誘致 
その他 （９．５） 
組合が買参権を取得 （８．５） 
市場参加条件の緩和・オープン化 （８．５） 
特になし 

（３４．５） 
（３３．０） 

（１７．５） 
（１６．０） 
（１５．０） 

（２８．０） 
（n＝２００） 

５　貯金・貸出金の動向

（単位　百万円）

貯金合計 

  当座性貯金 
  定期性貯金 

第5表　貯金残高の動向 
　　　　（１組合・支所平均） 

５，１０２．２ 

１，７４７．２ 
３，３５５．０ 

実施組合平均（n＝８０） 

０３年度 

５，０３２．４ 

１，８０２．８ 
３，２２９．６ 

０４ 

４，９７１．２ 

１，８１２．５ 
３，１５８．７ 

０５ 

３，２２６．２ 

１，１２２．２ 
２，１０４．０ 

０３年度 

３，３０４．３ 

１，１７８．０ 
２，１２６．３ 

０４ 

３，２５４．４ 

１，２０８．２ 
２，０４６．２ 

０５ 

支所平均（n＝１０９） 
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（２） 貸出金残高の動向

05年度の貸出金残高は，実施組合および

支所ともに前年度より減少しており，実施

組合においては２年連続の減少であり，減

少幅も拡大している。実施組合においては，

長・短期資金とも前年度より減少してい

る。支所においては，短期資金が２年連続

の増加であるが，長期資金がマイナスに転

じており，全体で前年度よりマイナスとな

っている（第６表）。

用途別にみると，実施組合および支所とも

に住宅ローンが増加しており，支所において

は２年連続の増加である。信漁連の方針によ

って異なるが，信用事業の譲渡を受けた後，

積極的な住宅ローンへの取組みを行ってい

る支所がいくつかある。ヒアリングしたいく

つかの組合・支所では，住宅ローンの融資に

あたって，漁信基保証が利用できないので，

保証人を徴求すると，借入申込者は他行を

利用するケースが多いということを述べて

いる。住宅ローンの推進において，保証が

大きな課題といえる。なかには，信漁連が

民間の保証会社と契約し，それを利用して

住宅ローンを伸ばしているケースもある。

組合・支所ごとにみると，貸出金残高が

２年連続増加しているのは，実施組合80組

合中９組合（11.3％），支所106支所中20支

所（18.9％），２年連続減少は実施組合43組

合（53.8％），50支所（47.2％）となっている。

組合・支所を取り巻く環境（漁業者の減少，

魚価の低迷など）が好転する様子はなく，

多くの組合・支所は，引き続き組織基盤や

経営面において厳しい状況に直面している。

ヒアリングしたある組合では，経営の改

善にあたって不採算である製氷冷凍事業の廃

止を行いたいが，組合員に不便を与えるとい

うことで，実現は無理であろうと述べていた。

今回，アンケートにおいても，「信用事

業店舗の廃止を検討したが，廃止に至って

いない」と回答した組合・支所にその理由

を尋ねると，大部分が「組合員に不便を与

えるから」「組合員からの反対」と回答し

ている。このような回答のなか，組合・支

所と組合員のコミュニケーション不足とい

うことを感じる。

今後も各組合・支所は経営改善に取り組

んで行かなければならないが，それにあた

って組合は組合員に適切な情報を提供し，

組合員は組合・支所の現状を認識した上

で，市場統合や店舗の廃止，販売手数料率

の引上げなどについて，合理的な判断を行

っていくことが必要である。そして，この

ような取組みを行っている組合・支所に対

して，行政や系統は適切なバックアップを

行うことも望まれる。

（（財）農村金融研究会副主任研究員

尾中謙治・おなかけんじ）
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貸出金合計 

  短期資金 
  長期資金 

第6表　貸出金残高の動向 
　　　（１組合・支所平均） 

１，５６１．９ 

５３９．５ 
１，０２２．５ 

実施組合平均（n＝８０） 

０３年度 

１，４６７．５ 

４９０．３ 
９７７．２ 

０４ 

１，３５５．７ 

４６２．１ 
８９３．６ 

０５ 

９１０．８ 

３００．０ 
６１０．８ 

０３年度 

９５６．５ 

３１０．９ 
６４５．５ 

０４ 

９３５．２ 

３２１．６ 
６１３．６ 

０５ 

支所平均（n＝１０６） 
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